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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

当期の経営成績 

紙パルプ業界では、情報伝達媒体の電子化や少子化の進行など紙の需要構造の変化に伴い、国内の市

場規模が漸減傾向で推移するなか、企業間競争は日々厳しさを増すなど、先行き不透明な状況が続いて

おります。 

このような状況下、当社グループは、中長期成長戦略プラン「ネクストステージ50」に邁進するとと

もに、生産効率向上・安定操業確保による製造コストの縮減、拡販・新規需要の開拓による販売数量の

確保、木質バイオマス燃料発電設備を中心とする発電事業の継続に注力してまいりました。 

また、王子ホールディングス株式会社との協力関係のもと、王子製紙株式会社富岡工場の遊休設備を

活用し高級白板紙抄紙機への改造を行い、昨年10月より営業運転を開始しております。早期に利益貢献

するため引き続き品質と安定操業の確立に取り組んでまいります。 

加えて、当社川内工場においてセルロース・ナノファイバー第一期商業プラントを昨年６月に稼働し、

７月初旬より製品の生産を開始いたしました。当社独自の研究開発ノウハウを活かし、応用分野の拡大

と販路拡大に注力し、早期の生産拡大を目指します。 

しかしながら、印刷情報用紙の大幅な需要減少と販売価格の復元効果が限定的であったことや、当社

二塚製造部において送受電設備が故障（平成30年２月復旧）し、電力販売が減少したことに加え、古紙、

重油、薬品などの原燃料コストの上昇が収益を圧迫し、「ネクストステージ50」取組みの効果を最大限

発揮するには至らず、営業利益、経常利益は前期と比較し大幅に悪化いたしました。 

また、当社二塚製造部において紙・パルプ製造事業にかかる固定資産の減損損失を特別損失に計上し

た影響などにより、5,206百万円の親会社株主に帰属する当期純損失の計上となりました。 

以上の結果、当期の連結業績は以下のとおりとなりました。 

連結売上高             94,824 百万円（前年同期比 1.0％増収） 

連結営業損失            1,242 百万円（前年同期は 1,489 百万円の 

連結営業利益） 

連結経常損失            1,293 百万円（前年同期は 1,397 百万円の 

連結経常利益） 

親会社株主に帰属する当期純損失   5,206 百万円（前年同期は 1,255 百万円の 

親会社株主に帰属する当期純利益） 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（紙・パルプ製造事業） 

  国内需要の低迷が続くなか、新規需要の獲得や拡販、コスト削減など収益力の強化に努めると共

に、パルプの販売に注力した結果、前年と比較し数量・金額とも増加しました。 

◎ 新聞用紙 

新聞用紙の販売につきましては、新聞各社の発行部数の減少と広告減が影響した頁数の減少に歯

止めがかからない状況が続いており数量・金額ともに前年を下回りました。 

◎ 印刷用紙 

    印刷用紙の販売につきましては、価格復元に取り組みましたがその効果が限定的であったこと、

また、紙媒体から電子媒体へのシフトによる需要の減少に歯止めがかからず数量・金額ともに前年

を下回りました。 

◎ 包装用紙 

包装用紙の販売につきましては、Ｏ＆Ｃペーパーバッグホールディングス株式会社傘下の海外製

袋事業の伸びが寄与し、数量・金額ともに前年を上回りました。 

◎ 特殊紙・板紙及び加工品等 

        特殊紙・板紙及び加工品等の販売につきましては、インバウンド需要の構造的な変化に伴い国内

需要が落ち込むなか、Ｏ＆Ｃアイボリーボード株式会社の生産が主に輸出販売に寄与したことによ

り、数量・金額ともに前年を上回りました。 

◎ パルプ 

   パルプの販売につきましては、パルプ市況の回復に伴い数量・金額ともに前年を大幅に上回りま

した。 

-2-



中越パルプ工業㈱(3877) 平成 30年３月期 決算短信

これらにより、当事業の業績は以下のとおりとなりました。 

連結売上高   83,862 百万円（前年同期比  1.7％増収） 

連結営業損失   3,153 百万円（前年同期は 666 百万円の連結営業損失） 

（発電事業） 

発電事業につきましては、当社二塚製造部において送受電設備が故障し、電力販売が減少した影

響により減収・減益となりました。 

これらにより、当事業の業績は以下のとおりとなりました。 

連結売上高    6,027 百万円（前年同期比 9.3％減収）    

連結営業利益   1,417 百万円（前年同期比 13.5％減益） 

（その他） 

北陸地方での記録的豪雪により、当社高岡工場・二塚製造部の操業度が低下し、紙断裁選別包装

事業等の紙・パルプ製造事業を補助する「その他事業」につきまして減収・減益となりました。 

これらにより、当事業の業績は以下のとおりとなりました。 

連結売上高    20,251 百万円（前年同期比  1.5％減収） 

連結営業利益     404 百万円（前年同期比  5.9％減益） 

（２）当期の財政状態の概況 

資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ 3.4％減少し、126,064 百万円と

なりました。これは関係会社長期貸付金 3,093 百万円増加したことなどにより投資その他の資産は 4,204

百万円増加しましたが、有形固定資産が減価償却や二塚製造部紙パルプ事業にかかる固定資産の減損処

理を行ったことなどにより 8,331 百万円減少したことなどによります。 

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ 1.4％増加し、76,788 百万円となりました。これは主

として、平成 30年３月末が休日であったことから、支払手形及び買掛金が 3,248 百万円増加したことな

どによります。 

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ 10.1％減少し、49,276 百万円となりました。これは

主として利益剰余金が親会社株主に帰属する当期純損失 5,206 百万円や剰余金の配当 667 百万円による

減少などにより 5,832 百万円減少したことによります。また自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ

2.9 ポイント減少し 39.1％となりました。 

（３） 当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

1,608 百万円減少し、4,757 百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ･フローの状況とそれらの要因は以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は 7,413 百万円（前連結会計年度比 43.7％減少）となりました。 

これは主として、税金等調整前当期純損失は△5,389 百万円でありましたが、減価償却費 8,836 百万円、

減損損失 3,763 百万円などがあったことによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は 7,568 百万円（前連結会計年度比 28.4％減少）となりました。 

これは主として、有形固定資産の取得による支出 4,544 百万円、長期貸付けによる支出 3,159 百万円

などによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は 1,451 百万円（前連結会計年度比 49.0％減少）となりました。 

これは主として長期借入による収入 8,300 百万円などによる収入と、長期借入金の返済による支出

9,036 百万円などによる支出によるものです。 
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（参考） キャッシュ・フロー関連指標の推移 

平成 26年
３月期 

平成 27年
３月期 

平成 28年
３月期 

平成 29年
３月期 

平成 30年
３月期 

自己資本比率(%) 37.5 39.2 40.1 42.0 39.1 

時価ベースの自己資本比率(%) 18.7 21.4 19.7 23.5 20.2 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 5.4 5.3 5.2 3.7 6.5 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 23.6 25.5 31.8 51.9 31.4 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており

ます。 

（注３）営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負

債を対象としております。 

（注５）利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（４） 今後の見通し 

紙パルプ業界を取り巻く環境は、需要の減少及び市況の低迷が継続し、今後も厳しい経営環境が続くと

想定されます。 

このような状況下、当社グループは王子ホールディングス株式会社との資本・業務提携を着実に進める

と共に、勝ち残りを懸けた事業基盤の再構築を更に推し進め、目まぐるしく変わる外部環境に果敢に立ち

向かい、揺るぎのない企業基盤の構築に向け邁進してまいります。 

これらにより平成 31年３月期の連結業績見通しにつきましては、以下のとおり予定しております。 

連結売上高             97,500 百万円（前年同期比  2.8％増収） 

連結営業利益              －百万円（前年同期は 1,242 百万円の連結営業損失） 

連結経常利益              －百万円（前年同期は 1,293 百万円の連結経常損失） 

親会社株主に帰属する当期純利益     100 百万円（前年同期は 5,206 百万円の親会社株主に 

帰属する当期純損失） 

なお、上記に記載した予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び当社が合理的で

あると判断した一定の前提に基づいた見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の実

績等は、今後様々な要因の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

（５） 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主価値と企業価値の持続的向上を目指し、業績の状況や企業体質の強化ならびに今後の事

業展開等を勘案しながら充分な株主資本の水準を維持するとともに、株主各位に対する利益還元のため

の安定配当の実施を基本方針としております。 

現段階において、経営責任の明確化と経営の透明性を確保するためにも株主総会において、剰余金の

配当等の決議を諮ることが適切であると考えておりますので、当社は、定款に会社法第459条第１項に規

定する剰余金の配当等を取締役会の決議により行う旨の定めを設けておりません。 

これからも株価の動向や財務状況を考慮しながら適切に対応してまいります。 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、国内同業他社との比較可能性を考慮し、会計基準につきましては日本基準を適用し

ております。なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、

適切に対応していく方針であります。 
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(５)連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（連結損益計算書関係） 

○ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円） 

二塚製造部 

（富山県高岡市） 
事業用資産 

建物及び構築物 1,483     

機械装置及び運搬具 2,211     

その他(有形固定資産) 66     

その他(無形固定資産) 2     

計 3,763     

当社グループは、管理会計上の事業ごとに資産のグルーピングを行っております。 

事業用資産については、収益性低下により投資額の回収が困難と見込まれるため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は、将来キャッシュ・フローが見込まれないため、備忘価格により評価しております。 

（セグメント情報） 

１ 報告セグメントの概要 

  (１)報告セグメントの決定方法 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、紙・パルプ製造事業及び発電事業を主たる事業とし、それら主たる事業を補助する事業を営

んでおり、その事業区分ごとに当社及び当社の連結子会社が独立した経営単位として単一もしくは複数の事業活

動を展開しております。 

 したがって、当社グループは、「紙・パルプ製造事業」・「発電事業」を報告セグメントとしております。 

(２)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類 

  「紙・パルプ製造事業」は、紙製品・紙加工品原紙、パルプの製造・販売を主な事業としており、「発電事業」 

は売電を主な事業としております。また、「その他」は、紙加工品製造・造林・緑化事業、木材チップの購入・

販売、運送、機械設備設計施工（修理）、建設施工、工業薬品の購入・製造・販売、紙断裁選別包装、保険代理

等の様々な方面から紙・パルプ製造事業、発電事業を補助しております。 

(３)報告セグメントの変更等に関する事項 

第１四半期連結会計期間から、報告セグメントに含まれていた「紙加工品製造事業」について重要性が乏し 

くなったため、「その他」に含めて記載する方法に変更しております。 

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の区分に基づき作成したものを開示しております。 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31日） 

（単位：百万円）      

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、紙加工品製造事業、運送事業、 

設備設計施工・修理事業、原材料事業、紙断裁選別包装事業等を含んでおります。 

当連結会計年度（自 平成 29 年４月１日 至 平成 30 年３月 31日） 

（単位：百万円）      

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、紙加工品製造事業、運送事業、 

設備設計施工・修理事業、原材料事業、紙断裁選別包装事業等を含んでおります。 

報告セグメント 
その他 

(注) 
合計 

紙･パルプ 

製造事業 
発電事業 計 

売上高  

外部顧客への売上高 78,660 6,648 85,308 8,574 93,882 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
3,838 ― 3,838 11,981 15,820 

計 82,498 6,648 89,146 20,555 109,702 

セグメント利益 

     又は損失（△） 
△666 1,638 971 429 1,401 

報告セグメント 
その他 

(注) 
合計 

紙･パルプ 

製造事業 
発電事業 計 

売上高  

外部顧客への売上高 80,217 6,027 86,244 8,579 94,824 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
3,644 ― 3,644 11,671 15,316 

計 83,862 6,027 89,889 20,251 110,140 

セグメント利益 

     又は損失（△） 
△3,153 1,417 △1,736 404 △1,331 
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中越パルプ工業㈱(3877) 平成 30年３月期 決算短信

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

前連結会計年度（自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31日） 
(単位：百万円) 

             売上高                    金額 

報告セグメント計                       89,146 

「その他」の区分の売上高                      20,555 

セグメント間取引消去                     △15,820 

連結財務諸表の売上高                       93,882 

(単位：百万円) 
               利益                     金額 

報告セグメント計                         971 

「その他」の区分の利益                         429 

セグメント間取引消去                                               84 

棚卸資産の調整額                                               2 

その他の調整額                            1 

連結財務諸表の営業利益                        1,489 

当連結会計年度（自 平成 29 年４月１日 至 平成 30 年３月 31日） 
(単位：百万円) 

             売上高                    金額 

報告セグメント計                       89,889 

「その他」の区分の売上高                      20,251 

セグメント間取引消去                     △15,316 

連結財務諸表の売上高                       94,824 

(単位：百万円) 
利益又は損失            金額 

報告セグメント計                      △1,736 

「その他」の区分の利益                         404 

セグメント間取引消去                                               87 

その他の調整額                            2 

連結財務諸表の営業利益                      △1,242 
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中越パルプ工業㈱(3877) 平成 30年３月期 決算短信

（一株当たり情報） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(自 平成 28年４月１ 日 (自 平成 29年４月１ 日 

至 平成 29 年３月 31 日) 至 平成 30 年３月 31 日) 

１株当たり純資産額 4,104.65 円 １株当たり純資産額 3,690.53 円 

１株当たり当期純利益 94.03 円 １株当たり当期純損失 △389.96 円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在し
ないため記載しておりま
せん。 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額について
は、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。 

（注）１．当社は平成 29年 10月 1日を効力発生日として、10株を 1株とする株式併合を実施したため、前連
結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益を算定
しております。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度末 
(平成 29 年３月 31 日) 

当連結会計年度末 
(平成 30 年３月 31 日) 

純資産の部の合計額         (百万円) 54,808 49,276 

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) － － 

普通株式に係る期末の純資産額    (百万円) 54,808 49,276 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数         (千株)

13,352 13,352 

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(自 平成 28年４月１ 日 (自 平成 29年４月１ 日

至 平成 29 年３月 31 日) 至 平成 30 年３月 31 日)

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純損失（△） 

   (百万円)
1,255 △5,206 

普通株主に帰属しない金額      (百万円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利
益又は親会社株主に帰属する当期純損失（△） 
                 (百万円)

1,255 △5,206 

期中平均株式数            (千株) 13,353 13,352 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。   

４． その他 

（１） 役員の異動 

本日別途公表しております「役員の異動に関するお知らせ」をご参照ください。 
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